〔経　過〕

（１）非正規労働者を取り巻く状況
　日本においては、1990年代以降の長期にわたる景気の低迷などを要因として雇用の非正規化が進み、現在では雇用労働者に占める、非正規職員の割合は約４割に達し、格差問題が深刻化しています。

　特定の業種に限定して導入することとされた労働者派遣法は1985年の制定以降、対象業種を順次拡大する改定が繰り返され、2003年改正における製造業への適用拡大などにより、その数は爆発的に増加していきました。しかし、リーマンショックに象徴される2007年からの世界同時不況時には、期間工や派遣労働者切りなど非正規労働者が雇用の調整弁とされたことなどにより、雇用不安と格差が大きな社会問題となり、このことが民主党政権誕生の一因にもつながりました。

　民主党政権時には、はじめて日雇い派遣の禁止など規制を強化する方向での改正が行われたことや、再度の政権交代も挟みながら、正規転換を義務づける労働契約法の改正、社会保険の適用拡大など格差解消にむけた取り組みなども進められていますが、いまだ十分な効果を発揮しているとはいえません。
（２）自治体における臨時・非常勤職員の任用実態

　1950年に制定された地方公務員法では、公務運営はすべて任期の定めのない常勤職員（いわゆる「正規職員」以下同じ）で行うとされており、臨時・非常勤等職員についての法的根拠は存在していませんでした。しかし、公務職場においては、行財政改革・合理化や地方財政の逼迫などを要因として、民間委託や非正規化が進み、総務省が行った「地方公務員の臨時・非常勤職員に関する実態調査（任用期間６カ月以上かつ１週間の勤務時間が19時間25分以上が対象、2016.4.1現在）」の結果では全国で約64万３千人が任用されています。2005年から2016年にかけて、正規公務員が304万人から30万人減少した一方で、臨時・非常勤等職員が19万人増加しており、正規の減少分を非正規で代替してきた実態にあります。その職務は従来の補助的・臨時的業務にとどまることなく、正規職員の代替あるいは、はじめから臨時・非常勤等職員として任用する位置づけとされているなど、正規職員と同様の業務を行う職員が急激に増加しています。専門的職場、有資格者が多くを占め、図書館員65.3％、給食調理員60.4％、保育士等51.4％、医師・医療技術員47.3％、一般事務職員17.9％であり、臨時・非常勤等職員の74.9％が女性である状況から、男女の賃金格差にも影響しています。

　道内の地方自治体における臨時・非常勤等職員数は2万8,552人で2012年から３千人ほど増加しています。全職員に占める割合は、道2.2％、札幌市13.9％、その他市32.4％、町村34.1％であり、最も住民に身近な市町村職員の３人に１人は非正規職員であるといえます（※１）。
　臨時・非常勤等職員の賃金は総務省実態調査（前出2016.4.1現在）によると一般職一般事務職員の平均時給は919円であり、これをもとにおおよその年収を計算（８時間／日×20日×12月）すると、176万４千円と算出され、年収200万円未満の「官製ワーキングプア」と呼ばれる職員が多く存在することとが明らかになっています。
　そもそも、地方公務員法は正規職員による行政運営を前提としており、同じ職場で１年を超える「臨時的」な業務は想定外であり正規職員の配置が本来です。現在の任用根拠は【別記１】のとおりですが、そのあいまいな任用根拠であるがゆえに、労働条件の整備や賃金水準の改善は、任期の定めのない常勤職員と比べ大きくかけ離れた状態となっています。臨時職員は日給制がほとんど、非常勤職員は月単位の報酬を受けていますが、手当は支給されない規定となっています。
　このような状況にも関わらず、責任の持たされ方、業務内容は正規・非正規の枠を超えてきており、もはやその存在がなくては公共サービスの提供が不可能な状況にあります。
※１　道は正規率の高い警察や教育関係の職員が多数いるため、札幌市は市内などの多数ある民間　企業に業務委託ができるため、率が低いと考えられます。
【別記１】
	任用根拠
	任用期間

	臨時職員及び条件付採用（地方公務員法第22条）

第22条　臨時的任用又は非常勤職員の任用の場合を除き、職員の採用は、すべて条件付のものとし、その職員がその職において６月を勤務し、その間その職務を良好な成績で遂行したときに正式採用になるものとする。この場合において、人事委員会は条件付採用の期間を１年に至るまで延長することができる。

５　人事委員会を置かない地方公共団体においては、任命権者は、緊急の場合又は臨時の職に関する場合においては、６月をこえない期間で臨時的任用を行うことができる。この場合において、任命権者は、その任用を６月をこえない期間で更新することができるが、再度更新することはできない。
	期限付き

6ヵ月

	一般職非常勤職員（地方公務員法第17条）

第17条　職員の職に欠員を生じた場合においては、任命権者は、採用、昇任、降任又は転任のいずれか一の方法により、職員を任命することができる。

４　人事委員会を置かない地方公共団体においては、職員の採用及び昇任は、競争試験又は選考によるものとする。
	期限付き

更新の定めなし

	特別職非常勤職員（地方公務員法第3条）

第３条　地方公務員（地方公共団体及び特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政法人をいう。以下同じ。）のすべての公務員をいう。以下同じ。）の職は、一般職と特別職とに分ける。

３　特別職は、次に掲げる職とする。

1．就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは同意によることを必要とする職
2．法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程により設けられた委員及び委員会（審議会その他これに準ずるものを含む。）の構成員の職で臨時又は非常勤のもの
3．臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者の職

4．地方公共団体の長、議会の議長その他地方公共団体の機関の長の秘書の職で条例で指定するもの
	期限付き

更新の定めなし

	準職員（地方自治法第172条）

第172条　前11条に定める者を除くほか、普通地方公共団体に職員を置く。

２　前項の職員は、普通地方公共団体の長がこれを任免する。

３　第１項の職員の定数は、条例でこれを定める。ただし、臨時又は非常勤の職については、この限りでない。

４　第１項の職員に関する任用、職階制、給与、勤務時間その他の勤務条件、分限及び懲戒、服務、研修及び勤務成績の評定、福祉及び利益の保護その他身分取扱いに関しては、この法律に定めるものを除くほか、地方公務員法の定めるところによる。
	期限なし

更新の定めなし

	任期付（短時間勤務）職員（地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律）

第１条　この法律は、地方公共団体の一般職の職員の任期を定めた採用に関する事項について定めるものとする。

第３条　任命権者は、高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者をその者が有する当該高度の専門的な知識経験又は優れた識見を一定の期間活用して遂行することが特に必要とされる業務に従事させる場合には、条例で定めるところにより、職員を選考により任期を定めて採用することができる。
２　任命権者は、前項の規定によるほか、専門的な知識経験を有する者を当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させる場合において、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときであって、当該者を当該業務に期間を限って従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要であるときは、条例で定めるところにより、職員を選考により任期を定めて採用することができる。
一　当該専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を要するため、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させることが適任と認められる職員を部内で確保することが一定の期間困難である場合

二　当該専門的な知識経験が急速に進歩する技術に係るものであることその他当該専門的な知識経験の性質上、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に当該者が有する当該専門的な知識経験を有効に活用することができる期間が一定の期間に限られる場合

三　前二号に掲げる場合に準ずる場合として条例で定める場合

第４条　任命権者は、職員を次の各号に掲げる業務のいずれかに期間を限って従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には、条例で定めるところにより、職員を任期を定めて採用することができる。

一　一定の期間内に終了することが見込まれる業務

二　一定の期間内に限り業務量の増加が見込まれる業務

第５条　任命権者は、短時間勤務職員を前条第一項各号に掲げる業務のいずれかに従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には、条例で定めるところにより、短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。

２　任命権者は、前項の規定によるほか、住民に対して職員により直接提供されるサービスについて、その提供時間を延長し、若しくは繁忙時における提供体制を充実し、又はその延長した提供時間若しくは充実した提供体制を維持する必要がある場合において、短時間勤務職員を当該サービスに係る業務に従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要であるときは、条例で定めるところにより、短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。

３　任命権者は、前二項の規定によるほか、職員が次に掲げる承認（第二号にあっては、承認その他の処分）を受けて勤務しない時間について短時間勤務職員を当該職員の業務に従事させることが当該業務を処理するため適当であると認める場合には、条例で定めるところにより、短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。

一　地方公務員法第二十六条の二第一項（※就学部分休業）又は第二十六条の三第一項（※高齢者部分休業）の規定による承認

二　育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成三年法律第七十六号）第六十一条第六項の規定により読み替えて準用する同条第三項から第五項までの規定を最低基準として定める条例の規定による承認その他の処分（※介護休業）
三　地方公務員の育児休業等に関する法律（平成三年法律第百十号）第十九条第一項の規定による承認（※部分休業）
	３年または５年


　1950年に制定された地方公務員法においては、採用は競争試験により行い、採用候補者名簿に順位をつけて登録、そのうえで突然の退職などの欠員が生じた場合、上位者から採用するという制度であり、その名簿は１年間有効というものでした。1985年３月末に国の60歳定年制できるまで、公務員には基本的に定年がなかったという前提もあります。（地方公務員法では第28条の２において、「職員は、定年に達したときは、定年に達した日以後における最初の三月三十一日までの間において、条例で定める日（以下「定年退職日」という。）に退職する。」「定年は、国の職員につき定められている定年を基準として条例で定めるものとする。」としており、現行、国は60歳定年制であることから、地方公共団体においても60歳定年制を適用している）
任用根拠の解説（本来の意義）

○臨時的任用（任用根拠：地公法第22条第５項）

　名簿登録者がいない場合は緊急であり仕方ないので臨時的に任用することができる。しかし、翌年までに競争試験を行って採用すれば解消できるというものであるから、１回しか更新できないという規定。本来は正規職員（定数内職員）の代替であり緊急的、臨時的任用。
○一般職非常勤職員（任用根拠：地公法第17条）

　職員が突然の退職や死亡などで欠員が生じた場合には、昇任や転任、場合によっては降任で充てていく。結果的に欠員となった職には名簿登録している中から採用することによって補充、任命できるという任用の仕方の根拠を示したもの。基本的には常勤職員の補充の仕方の根拠だが、常勤とも非常勤とも記載していないので、これを根拠として非常勤職員を採用。
○特別職非常勤職員（任用根拠：地公法第３条第３項第３号）

　本来この職に該当するのは、国勢調査員や嘱託医、委員など、年数回しかその業務に従事しないような職であり、よって守秘義務や政治活動の制限といった地公法の制限が適用されていない。「嘱託員」という部分を拡大解釈して任用根拠として採用。

○準職員（任用根拠：地方自治法第172条第３項ただし書）

　期限や更新の定めがなく、賃金・労働条件は正規職員に準じるとして、他の非常勤職員より高い場合が多い。道内に20数単組存在しているものの、他県ではない任用であり、今回の法改正でも想定していない。準職員制度で正規職員と給料や処遇を分けるという差別的な採用であり、かつて労使ともになくしていこうという動きがあった。他方で非正規職員の処遇改善の観点でこれによる任用を行っている自治体もある。地方自治体で条例規則により規定していれば違法ではない。
〇任期付職員（任用根拠：地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律）
　地方分権の進展に伴い、多様な任用・勤務形態を活用できるようにするため、専門的な知識・経験を有する者を活用するため、任期付職員制度を2002年に創設。2004年には業務量の増減やサービス提供体制の充実に対応するため、制度を拡充。特徴としては、①本格的業務に従事可能、②複数年（３～５年以内）の任期の設定が可能、③フルタイム、パートタイムいずれも可能、④給料、手当の支給が可能。

	区　　分
	要　　　件
	任　　期

	１ 任期付職員（専門的知識等）
（第３条）【2002年創設】
	①　高度の専門的知識経験等を有する者を一定の期間活用することが特に必要
②　専門的な知識経験を有する者を期間を限って業務に従事させることが必要
	５年以内

	２ 任期付職員（時限的な職）（第４条）【2004年創設】
	①　一定の期間内に終了することが見込まれる業務に従事
②　一定の期間内に限り業務量の増加が見込まれる業務に従事
	３年以内（特に必要な場合は５年以内）

	３ 任期付短時間勤務職員

（第５条）【2004年創設】
	①　２の①②の場合
②　住民に対するサービスの提供時間の延長、繁忙時における提供体制の充実等

③　部分休業を取得する職員の業務の代替
	同上


　総務省が2018年３月28日に発出した公務員部長通知「任期付職員の任用等について」（別添１）では、給与決定に関して、常勤職員との均衡をはかるよう求めています。さらには、複数年での任期の設定が可能であり再度の任用について改めて可能であることを明確にしていることから、現在の臨時・非常勤等職員の任用と勤務条件の適正化、改善をはかる観点での制度の活用が考えられます。

（３）法改正の経過と背景

　自治労では、1992年前後から組織化に本格的に着手し、当事者が中心となった運動を展開するようになり、総務省や各自治体に対して臨時・非常勤等職員の処遇の改善や雇用の安定をはかるよう求める運動を強めていきました。

　一連の自治労の運動や世論における非正規労働者の劣悪な賃金・労働条件の改善を求める声の高まりなどをうけて、総務省は2008年７月に「地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会」を設置し、臨時・非常勤職員の任用のあり方や2004年に制度が作られたもののあまり活用されていなかった任期付短時間勤務職員制度のあり方などの議論が進められることになりました。2009年に取りまとめられた報告書では、臨時・非常勤職員について採用時の勤務条件の明示、報酬のあり方、その他勤務条件のあり方、再度の任用のあり方が示され、任期付短時間勤務職員については現行制度の周知・活用、新たな類型の任期付短時間勤務制度の検討などが提言されたものの、法改正等による抜本的な制度改善につながるような内容ではありませんでした。

　その後、総務省はこの報告書を受けて、2009年４月に通知「臨時・非常勤職員及び任期付短時間職員の任用等について」（以下「2009年通知」）を発出しました。通知は報告書が公表されてからの自治労や公務労協との交渉、国会での質疑等を踏まえ報告書からは若干改善されたものの、やはり抜本的な制度改善につながるような内容ではなく、一部の自治体では通知を曲解し雇止めを行うなど、通知等による運用の改善では根本的な問題の改善とはならないことが明白となりました。
　2009年通知と前後して、臨時・非常勤等職員をめぐっていくつかの重要な裁判結果が示されています①東京都東村山市における嘱託職員に対する離職補償金の支給に係る損害賠償請求事件（東京高裁2008年７月30日→上告棄却・確定）、②大阪府枚方市における非常勤職員に対する特別報酬支給に係る損害賠償請求事件（大阪高裁2010年９月17日→確定）、③大阪府茨木市における臨時職員に対する一時金（６月および12月に増給）に係る損害賠償請求事件（最高裁2010年９月10日）。判決では、①については、嘱託職員（特別職非常勤職員として任用）に対する退職手当（離職補償金）の支給について、勤務時間（常勤職員の４分の３）等を考慮すれば地方自治法第204条の常勤の職員に該当するとして適法、②については、非常勤職員（一般職として任用）に対する期末手当および退職手当に相当する特別報酬の支給について、職務内容や勤務時間等の勤務実態からすれば常勤の職員に該当するとして適法、③については、臨時的任用職員に対する期末手当（一時金）の支給について、勤務日数が週３日程度では常勤とはいえず違法（市長に過失がないとして損害賠償請求は棄却）としています。
　2010年には「民主党『官製ワーキングプア』問題解決促進議員連盟」（事務局長：相原久美子、のちに江崎孝に交代）が結成され、さまざまな議論が行われました。2009年通知以降、制度改善の動きが見られなかったことから、上記議連が中心となり、非常勤職員に手当支給を可能とする地方自治法改正案を2013年５月参議院に、2013年11月に衆議院に提出しましたが、政権交代のなかでそれぞれ審議未了、廃案となった経緯があります。
　特段の制度改善が行われないままの状況下においても、各自治体では臨時・非常勤等職員は増加の一途をたどり、2012年の総務省調査では60万３千人、自治労調査では推計70万人との結果が出ています。こうした人数の増加や上述の裁判結果と議員立法、自治労の度重なる総務省に対する要請などにより、2014年７月、総務省は５年ぶりとなる通知「臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等について」（以下「2014年通知」）を発出しました。発出にあたり総務省では通知の背景とポイントを作成していますが、その中で裁判結果や国会における議論に加え、2009年通知の趣旨の不徹底を認めています。2014年通知では、①通勤費用や時間外手当についての適切な取り扱い、②空白期間と社会保険等との関係性を明記した厚生労働省通知も引用し、育児など各種休業制度の整備や業務研修の実施などについても新たに記載、③任期付職員制度の賃金に関しては、昇給や経験を踏まえた号給の決定を可能とする記述もあり、2009年通知からの大きな方針転換ともいえる内容も含まれていますが、一方で雇用の安定・確保に関しては2009年通知から目立った改善は見られませんでした。

　2014年通知では一定の効果はあったものの、やはり賃金・労働条件の抜本的改善、雇用の安定・確保のためには通知等による運用の改善では限界があることから、自治労では2014年通知以降も国会や大衆行動を通じて法改正の必要性などを訴えて引き続き取り組みを進め、2015年・2016年の１月には大規模な街頭活動を伴う連合会長との対話集会を行いました。また、2015年には大分県中津市における非常勤職員に対する退職手当支給をめぐる最高裁判決（2015年11月17日）が出ています。

　このように、総務省は抜本的な制度改正を行うことなく、運用の改善によって臨時・非常勤等職員の処遇改善をはかってきましたが、２度にわたる通知を行ったにもかかわらず大きな改善とはなっていません。一方で、民間の非正規労働者に関しては、十分とはいえないものの「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パートタイム労働法）」や労働契約法などで法整備がはかられ、雇用安定や賃金・労働条件の改善が行われてきています。また、国家公務員においても従来の日々雇用職員制度を整理し、期間業務職員制度を整備しています。

　この結果として、地方公務員の臨時・非常勤等職員に関する制度は、国家公務員や民間労働者のそれと比べて「周回遅れ」といわれるような状況になってしまっていました。

（４）総務省研究会と法案の国会提出

　この間の国会内外での議論に加えて、民間における同一労働同一賃金に向けた検討などがはじまったことも踏まえ、総務省は、2014年通知のフォローアップを含めた実態調査（2016年4月1日時点）を行うとともに、「地方公務員の臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等の在り方に関する研究会（以下：総務省研究会）」を開催することとし、任用・給付などの見直しに向けた検討を進めることとしました。

　総務省研究会は2016年7月26日から同年12月22日まで計8回開催され、地方団体や自治労を含む職員団体からの意見聴取なども含め報告書をとりまとめ、同年12月27日に総務大臣に提出するとともに、公表しました。
＜2017.12.27研究会報告書の概要＞
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　報告書では、地方公務員の臨時・非常勤職員の任用のあり方等について、任期の定めのない常勤職員を中心とする公務の運営という原則の維持を前提としたうえで、任用根拠の適正化として特別職非常勤職員および臨時的任用職員の任用について厳格化し、現在の64万３千人に上る臨時・非常勤等職員の勤務状況にあわせて一般職非常勤職員としての新たな任用の仕組みを整備することとし、育児休業制度や各種休暇制度の確実な整備等について、立法的措置または通知等による運用改善によって行うことなどを提言しました。
　このうち、新たな一般職非常勤職員（会計年度任用職員）については、国家公務員の非常勤職員との均衡をはかる形で、報酬および費用弁償という給付体系を見直し給料および手当の支給対象とし、期末手当などの手当を支給することとするとともに、給与水準を継続的に改善していくことができるようにすること等としました。
報告書公表ののち総務省は、１月13日には都道府県、政令市の人事・市町村担当課長会議を開催し研究会報告の内容等を説明し、各地方公共団体からの意見募集を行いました。

　また、２月28日に開催された、第９回総務省研究会（フォローアップ会議）において、研究会報告を受けたのちの対応として、地方公務員法及び地方自治法の改正を求めることしたものの、地方団体等の意見を踏まえ、特に給付体系について研究会の報告からは大きく後退した内容を示しました。

　なお、給付体系の変更に関して、「支給対象を明確に定めてほしいという自治体からの意見などを踏まえた対応」、「まずは期末手当の支給対象とし、各団体の定着状況なども踏まえ支給すべき範囲について今後見直しを行う」、さらには、「フルタイムでの任用を促進」することとしています。

報告書内容から改正法への大きな変更点は以下のとおり
①　報告書では、新たな仕組みとして整備される会計年度任用職員については、勤務時間に関わりなく常勤職員と同様に給料及び手当の支給対象とすることを想定していたものであるが（実際に支給する手当の種類・額は各自治体が条例で定めることとなる）、短時間には報酬・費用弁償の他、新たに期末手当のみを支給対象とする。

　なお「フルタイム＝常勤職員と１週間当たりの勤務時間が同一」、「短時間＝常勤職員の一週間当たりの勤務時間に比し短い」と定義された。（フルタイムよりわずかでも短ければ短時間となる。この間の判例に沿えば、勤務時間でいうとおおむね3/4以上とされるいわゆる常勤的非常勤職員について、その多くが短時間に位置付けられることとなる。）
②　法改正から施行までの期間は報告書では２年程度としていたことから、2019年４月が想定されたが、地方団体から準備期間の延長要望等を踏まえ、2020年４月に１年延長された。

③　任期はその採用の日から同日の属する会計年度の末日までの期間の範囲内（最長１年）とされた。

＜改正法案の概要＞

[image: image3.emf]
　３月７日には「地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律」が閣議決定され同日国会に提出されました。
　自治労としては、提出された法案は不十分な内容であるものの、法の谷間におかれている臨時・非常勤等職員の処遇改善に向けた第１歩として受け止め早期の成立を求めるとともに、以下の基本的視点として協力政党、連合、公務労協と連携し国会・省庁対策を進めることとし、取り組みを進めました。

・今後も任期の定めのない常勤職員を中心とした運営を基本とし、常勤職員増員や転換の促進
・新たに設置される会計年度任用職員の給付体系は勤務時間に関わりなく給料及びすべての手当を支給対象とすべき。当面、常勤職員、フルタイム、短時間勤務職員間の均等・均衡の観点からの賃金ほか勤務条件を設定

・「同一労働・同一賃金」などの民間企業の動きや自治体の対応などを踏まえた見直しの担保

・任期の複数年化あるいは再度の任用の明確化など雇用の安定化
・移行にあたっての雇い止めや労働条件の切り下げの防止
・期末手当の支給など改善に必要な自治体財源の確保
　これらの課題について、国会質疑、附帯決議を求めるとともに、法案成立ののちは到達点も踏まえ対応することとしました。
（５）地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律が成立

　４月13日には参議院総務委員会（民進党江崎参議を中心に）が、改正法の不十分な部分について、附帯決議をつけることで一定の歯止めをかけ、参議院可決。衆議院においても同内容での附帯決議をつけて、５月11日衆議院可決、法案が成立しました。（別添２）
（６）改正法の問題点、自治体単組における取り組みの課題

　５月17日には総務大臣通知にて法律が公布、８月23日には「会計年度任用職員制度の導入に向けた必要な準備等について（通知）」が総務省から発出され、同時に「会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュアル（第１版）」が示されました。この事務処理マニュアルは改正法の趣旨、地方公共団体が実施すべき事項、スケジュール、任用根拠の明確化・適正化の趣旨、特別職非常勤職員の任用の適正確保、臨時的任用の適正確保、会計年度任用職員制度設計に当たっての留意事項、職員団体との協議に係る留意事項で構成されており、Ｑ＆Ａで具体の取り扱いを例示しています。今後、第２版が発出される予定であり、Ｑ＆Ａについても順次追加されています。
[image: image4.emf]この中で、法には規定されなかったものの附帯決議された「再度の任用が可能であること」「現在任用されている職員が会計年度任用職員へ移行する場合は不利益を生じさせないこと」「財源の確保につとめること」「休暇制度の整備及び育児休業等に係る条例の整備をはかること」「法施行後もそのあり方の検討を行うこと」「職員団体との協議」について明記し、その取り扱いを各地方公共団体へ求めています。
また、特別職非常勤職員、臨時的任用職員の厳格化を行い、会計年度任用職員以外の独自の一般職非常勤職員の任用を避けるべきとしています。

新たな一般職非常勤職員制度として創設された会計年度任用職員については、勤務時間によりフルタイムと短時間に分け、支給できる手当等を規定しました。

＜会計年度任用職員制度の創設による改善点＞
	①　任用根拠の明確化～特別職非常勤職員、第17条一般職非常勤職員は、任用根拠、賃金、手当の定めがあいまいだったが、会計年度任用職員の新設により明確にされた。

②　採用の方法は競争試験または選考（面接・書類選考）～競争試験によることを原則とする常勤職員とは異なる特例を設けた。

③　常勤職員並みの手当の支給～地方自治法の改正により、常勤職員と勤務時間が同一の会計年度任用職員（フルタイム）に対して、同等の手当支給が可能となった。

④　期末手当の支給～短時間勤務の会計年度任用職員（６ヵ月以上勤務予定を目安）に期末手当支給が可能となった。

⑤　空白期間の適正化～「任務の遂行に必要かつ十分な任期を定めるもの」とする配慮義務に係る規定を設け、「空白期間」の是正が明示された。

⑥　再度の任用～新設の会計年度任用職員は再度の任用（更新）が可能であることが前提（事務処理マニュアルに「再度の任用はあり得る」と記載）。その場合、「新たな職に改めて任用」される取扱いとなるが、再度の任用の際の給与決定については、初年度同様に計算した号給に経験年数分を加えることが明示された。


＜残された課題や制度設計にあたり懸念される事項＞
	①　任期は「その採用の日から同日の属する会計年度の末日までの期間の範囲内」であり、任期の定めのない任用とはなっておらず、雇用の安定につながっていない。
②　採用ごとに１ヵ月の「条件付採用期間」がある（再度の任用であっても）。
③　会計年度任用職員がフルタイムと短時間に分けられ、勤務時間が常勤の職員よりわずかでも短ければ短時間となり、その給与体系が大きく異なることで、格差が生じる。

④　制度改正により必要となる財源の確保が必要。総務省は財源措置を行うとしているが、額や交付時期等明確にされていない。最終的には自治体負担となることも考えられる。
⑤　財政上の理由によりフルタイムを短時間に置き換えたり、委託化されることも考えられる（事務処理マニュアルに「財政上の制約を理由として必要な移行について抑制を図ることは、改正法の趣旨にそぐわない」と記載されたものの）。
⑥　各種手当、短時間勤務の費用弁償については「支給することができる」規定（「支給する」よう求めていく必要がある）。
⑦　法的根拠があいまいな中、労使交渉により積み上げてきた賃金・労働条件が新たな制度の下でリセットされ、労働条件の切り下げや雇い止めが起きかねない。

⑧　特別職非常勤職員はこれまで労働組合法が適用され労働契約の締結、労働委員会の活用が可能であったが、会計年度任用職員への移行により、地公法に基づく職員団体となり、協約締結権は失われる。


　なお、改正法により会計年度任用職員は一般職の地方公務委員として明確に整理されたことから、地公法第24条が適用となり、給与、勤務時間その他の勤務条件は条例で定めることとなります。このことから、自治体は会計年度任用職員の任用・勤務条件等について、条例やその委任する規則を制定する必要があります。新たな制度による職員の募集を行うまでに条例が議決されていなければならないことから、自治体によっては2019年２・３月議会での提案も想定されます。
　制度の設計にあたっては労使協議が前提となっています。マニュアルには「会計年度任用職員の勤務条件については、新地方公務員法に基づき、登録職員団体から適法な交渉の申し入れがあった場合においては、その申入れに応じる必要がある」と明示し、想定されるスケジュールにおいても任用、勤務条件等の検討・確定と並行して「職員団体等との協議」を示しています。現在、多くの単組では臨時・非常勤等職員の組織化が進んでいない状況にありますが、組織化に関わらず、同じ職場で働く職員の労働条件変更につながる制度改正は職場全体の課題であり、労使協議事項（交渉事項）であると認識し取り組みを進めます。

　自治体における法改正にむけたスケジュールを問いただし、その進捗状況の確認を行います。募集時期が後ろ倒しになるとして議会上程を先送りとする場合であっても、労使協議や制度設計のための十分な時間を確保するためには、先送りすることなく制度協議を進めていく必要があります。

　制度設計にむけはじめに実施すべきは、現在任用されているすべての臨時・非常勤等職員がどのような任用根拠・勤務実態・労働条件であるかについて把握、洗い出しを行い、そのうえでその職が「常時勤務を要する職（任期の定めのない常勤職員、任期付職員、再任用職員、臨時的任用職員）」「非常勤の職（任期付短時間勤務職員、再任用短時間勤務職員、フルタイム会計年度任用職員、短時間会計年度任用職員）」のいずれの任用が適当か検討します。そもそも地方公務員はすべて「任期の定めのない常勤職員」での運営を前提としていることから、常勤の勤務実態に近い職であるならば、非常勤の職員ではなく常勤の職員を置くべきです。年間闘争としている人員確保の取り組みとあわせて、業務量や勤務時間、業務の性質について、改めて見直しを行う必要があります。
　その上で、臨時・非常勤等職員の職として設定する場合には、当該職員の服務、勤務条件等が下記のいずれの任用根拠の趣旨に基づき位置付けるかを明確にしておくことが必要となります。

ⅰ）会計年度任用職員（フルタイム及び短時間）（地公法22条の２）

ⅱ）臨時的任用職員（地公法22条の３）（要件が厳格化され、常時勤務を要する職に欠員を生じた場合のみの任用であり、緊急のとき、または臨時の職に関するときのみ。短時間での任用は不可）

ⅲ）特別職非常勤職員（地公法第３条第３項第３号）（該当する職種以外の任用は不可）
　会計年度任用職員の職務内容、職責については、常勤職員の職と異なる設定とする必要があることから、単純にフルタイムでの勤務が可能だからという理由で、常勤の職を会計年度任用の職に置き換えることは認められません。当局から置き換えの提案があった場合には、常勤の職との職務内容・職責について何が違うのかを問いただし、それらが変わらないのであれば、置き換えは認められないことを認識させる必要があります。

　また、検討の結果、現在、臨時・非常勤等職員が担っている業務について、常勤職員の配置が適当とされた際には、現に業務を担う職員の常勤職員への移行を基本とするよう求めます。改正法をきっかけとした不当な雇い止めが行われないよう、注視する必要があります。
　募集・採用にあたっては、地公法第13条平等取扱いの原則を踏まえ、再度の任用の上限を設けることは適当ではありません。できる限り広く募集を行うなど適切な募集を行った上で、客観的な能力実証を行うこととなりますが、会計年度任用職員の採用方法については、その従事する業務の性質を踏まえ、競争試験によることを原則とする任期の定めのない常勤職員とは異なり、競争試験又は選考により採用する特例が設けられており（地公法第22条の２）、従って競争試験によらず、面接や書類選考によることが可能です。
　
常時勤務を要する職と非常勤の職の区分
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　改正法施行後も地公法第17条を根拠として、会計年度任用職員でない一般職非常勤職員を任用することは法律上は可能ですが、条件付採用期間が６ヵ月（会計年度任用職員は１ヵ月）であること、勤務時間が常勤職員の４分の３未満の職員については期末手当が支給できないこと、空白期間について法律上の規定がないこと、引き続き法の想定を超えた任用を続けることとなり臨時・非常勤等職員の待遇改善にはつながらないことから、適切ではありません。
　これまで、任用根拠があいまいななか、自治体単組において労使協議を積み重ね、賃金・労働条件を勝ち取ってきた経緯から、会計年度任用職員制度をそのまま適用させてしまうと、待遇の低下につながる場合が想定されます（準職員制度など）。法改正の趣旨は「非正規労働者の賃金・労働条件改善」であることを労使で確認し、引き下げにつながる見直しを行わないよう求めます。
　会計年度任用職員の給料は、常勤職員との権衡に考慮し決定することとし、短時間についても同様とし、時間比例とすることを求めます。手当てについては、「支給できる」規定ではありますが、少なくとも国の非常勤職員に支給されている手当を支給すること、また、常勤職員との権衡に考慮しすべて支給すること、現在支給されている手当、付与されている休暇制度を最低限とし、その改善を求めます。期末手当は常勤職員との権衡の観点から、現行の2.6月支給を求め、支給月についても常勤職員との均等を求めます。現行、常勤職員の支給月は６月期1.225月、12月期1.375月、年間2.6月支給となっています。2018人事院報告・勧告（2018.8.10発出）では、６月期1.3月、12月期1.3月、年間2.6月支給とし、支給月を同等とする内容となっています。常勤職員が改正となった場合は、あわせて改正するよう求めます。
　会計年度任用職員には、労働基準法が適用されることから、労働基準法に規定する年次有給休暇、産前産後休暇、育児時間、生理休暇を制度的に設けなければなりません。また、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」第61条において、地方公務員に関する介護休業（介護休暇）、短期の介護休暇及び子の看護休暇に係る規定が設けられており、これらの規定については、勤務時間等一定の条件も満たす会計年度任用職員にも適用されます。

　そのほかの休暇については、常勤職員と同等を求めますが、少なくとも国の非常勤等職員との権衡を踏まえ、人事院規則15－15（非常勤職員の勤務時間及び休暇）に定められている休暇制度の確実な整備を求めます。
　また、国の非常勤職員で１週間の勤務時間数が常勤職員の２分の１、６カ月以上勤務している場合は、健康診断およびストレスチェック制度の実施が義務付けられており、６カ月以上の任期が定められている者が６カ月以上継続勤務していない場合であっても、健康診断実施が努力義務とされていることから、すべての会計年度任用職員について、健康診断を受けさせることを求めます。さらには、その業務の遂行において就業環境が適切かどうか、ハラスメントの防止対策など、労働安全衛生活動についても常勤職員と同様の対策を行うよう求めます。
　地方公務員等共済組合法および地方公務員災害補償法に基づく地方公務員災害補償基金が行う災害補償については、常時職員の勤務時間以上勤務した日が18日以上ある月が、引き続いて12月を超えるに至った日以後引き続き勤務する者は適用されます。
　また、退職手当条例については、フルタイム会計年度任用職員で、常時職員の勤務時間以上勤務した日が18日以上ある月が、引き続いて６月を超えるに至ったもので、以後引き続き当該勤務時間により勤務する場合は適用となります。

　臨時的任用職員については、改正法施行後、「常時勤務を要する職」に就く職員として位置づけられることから、任用の日から地方公務員等共済組合法及び地方公務災害補償法、退職手当条例が適用されます。
　要件に該当する会計年度任用職員、さらには臨時的任用職員について、確実な加入を求めます。また、これらの法令等を適用しないために空白期間を設けることは改正法の趣旨に沿わないとされていることに十分留意する必要があります。2018年３月27日総務省公務員部発出事務連絡「会計年度任用職員制度の導入等に係る地方公務員共済、公務災害補償及び退職手当の取扱いについて」（別添３）を参照に、適正な運用を求めます。
　災害補償について、フルタイムの会計年度任用職員で12月までの任用の者および短時間勤務の会計年度任用職員は、労働者災害補償保険制度等により補償対象となる者（労働基準法別表第１に掲げる事業に従事する者）を除き、各地方公共団体の「議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例」により補償されることとなり、均衡を失しない内容で定めるとともに、適切に補償がなされるよう、運用を行うことが必要です。

	地方公務員災害補償法

（非常勤の地方公務員等に係る補償の制度）

第六十九条　地方公共団体は、条例で、職員以外の地方公務員（特定地方独立行政法人の役員を除く。）のうち法律（労働基準法を除く。）による公務上の災害又は通勤による災害に対する補償の制度が定められていないものに対する補償の制度を定めなければならない。

２　地方独立行政法人は、職員以外の役員のうち労働者災害補償保険法の規定の適用を受けないものに対する補償の制度を定めなければならない。

３　第一項の条例で定める補償の制度及び前項の地方独立行政法人が定める補償の制度は、この法律及び労働者災害補償保険法で定める補償の制度と均衡を失したものであつてはならない。


　また、フルタイムの会計年度任用職員については、給料、旅費及び一定の手当の支給対象となり、人件費の管理等の観点から適正な取り扱いを確保する必要があることを勘案し、その任用や勤務条件等に関し、任命権者から地方公共団体の長に対する報告や、長による公表等といった地公法第58条の２の対象に追加されました。

　これまで自治体が臨時・非常勤等職員を増やしてきた背景には、地方交付税の削減や自治体の人口減などによる税収入の落ち込みなど、財政難が大きな理由となっています。

　諸手当支給のための財源を確保するため、他の財源（福利厚生事業の削減や事業の縮減、職員削減など）の削減を行わないよう、新たな予算措置を求めます。
労使で合意した事項については書面化・協定化を行います。労働組合法の場合、労使間の合意文書の表題が「覚書」「了解事項」等の名称であっても、第14条に該当すれば労働協約といえ（青森地判平5.3.16）、団体交渉記事録であっても、労使双方が署名したものであれば、その内容によっては労働協約と解される（東京地判昭43.2.28）との事例があります。執行委員や当局の交代があった場合、これまでの交渉で積み上げてきた事項が引き継がれない場合も考えられることから、書面に残し協議事項（結果）を引き継ぎましょう。
	労働組合法（労働組合に適用）

（労働協約の効力の発生）

第十四条　労働組合と使用者又はその団体との間の労働条件その他に関する労働協約は、書面に作成し、両当事者が署名し、又は記名押印することによつてその効力を生ずる。

（労働協約の期間）

第十五条　労働協約には、三年をこえる有効期間の定をすることができない。

２　三年をこえる有効期間の定をした労働協約は、三年の有効期間の定をした労働協約とみなす。

３　有効期間の定がない労働協約は、当事者の一方が、署名し、又は記名押印した文書によつて相手方に予告して、解約することができる。一定の期間を定める労働協約であつて、その期間の経過後も期限を定めず効力を存続する旨の定があるものについて、その期間の経過後も、同様とする。

４　前項の予告は、解約しようとする日の少くとも九十日前にしなければならない。

（基準の効力）

第十六条　労働協約に定める労働条件その他の労働者の待遇に関する基準に違反する労働契約の部分は、無効とする。この場合において無効となつた部分は、基準の定めるところによる。労働契約に定がない部分についても、同様とする。


	地方公務員法（職員団体に適用）

（交渉）

第五十五条　地方公共団体の当局は、登録を受けた職員団体から、職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、及びこれに附帯して、社交的又は厚生的活動を含む適法な活動に係る事項に関し、適法な交渉の申入れがあつた場合においては、その申入れに応ずべき地位に立つものとする。

２　職員団体と地方公共団体の当局との交渉は、団体協約を締結する権利を含まないものとする。

３　地方公共団体の事務の管理及び運営に関する事項は、交渉の対象とすることができない。

４　職員団体が交渉することのできる地方公共団体の当局は、交渉事項について適法に管理し、又は決定することのできる地方公共団体の当局とする。

５　交渉は、職員団体と地方公共団体の当局があらかじめ取り決めた員数の範囲内で、職員団体がその役員の中から指名する者と地方公共団体の当局の指名する者との間において行なわなければならない。交渉に当たつては、職員団体と地方公共団体の当局との間において、議題、時間、場所その他必要な事項をあらかじめ取り決めて行なうものとする。

６　前項の場合において、特別の事情があるときは、職員団体は、役員以外の者を指名することができるものとする。ただし、その指名する者は、当該交渉の対象である特定の事項について交渉する適法な委任を当該職員団体の執行機関から受けたことを文書によつて証明できる者でなければならない。

７　交渉は、前二項の規定に適合しないこととなつたとき、又は他の職員の職務の遂行を妨げ、若しくは地方公共団体の事務の正常な運営を阻害することとなつたときは、これを打ち切ることができる。

８　本条に規定する適法な交渉は、勤務時間中においても行なうことができる。

９　職員団体は、法令、条例、地方公共団体の規則及び地方公共団体の機関の定める規程にてい触しない限りにおいて、当該地方公共団体の当局と書面による協定を結ぶことができる。

10　前項の協定は、当該地方公共団体の当局及び職員団体の双方において、誠意と責任をもつて履行しなければならない。

11　職員は、職員団体に属していないという理由で、第一項に規定する事項に関し、不満を表明し、又は意見を申し出る自由を否定されてはならない。


法改正までのスケジュール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務省作成）
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　制度設計にあたっては、前述のとおり職員団体等との協議が前提となっていますが、その際に当事者である臨時・非常勤等職員が自らの働き方を決定する場に参画していくのは当然のことであり、この法改正を契機とした組織化の取り組みが必要となります。

　すべての単組において組織化について方針化し、組織化推進のための行動計画の策定を行い、取り組みの促進をはかります。当事者への説明会やアンケートを実施するなど、今回の改正法に関してどのような取り組みを行っているか周知するなかから、労働組合の必要性を浸透させます。
　組織化の取り組みが未着手の単組においては、当局との制度設計協議を行うにあたり、当事者の声を集め制度に盛り込むよう努めましょう。
　すでに臨時・非常勤等職員を組織化している単組においては、当事者の組合員からの加入呼びかけがもっとも効果があることを踏まえ、ともに職場オルグを実施するなど、職域を超えたさらなる組織拡大に取り組みます。最低でも「一人が一人の仲間を増やす」ことを基本に未加入者への声かけを行います。
　今回の法改正における臨時・非常勤等職員の組織化が、職場における労働組合の役割や存在意義を改めて周知していくきっかけとも捉え、取り組みを進めていきましょう。
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（別添１）
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